
歳出

歳入

179億8,978万円

188億6,894万円

町税 
86億6,320万円（45.9％）

寄附金 
38億5,465万円（20.4%）

国庫支出金
14億2,830万円（7.6%）

繰越金
11億2,110万円（5.9%）

県支出金
8億4,682万円（4.5%）

地方消費税交付金
7億1,717万円（3.8%）

繰入金
6億円（3.2%）

諸収入
5億3,434万円（2.8%）

地方特例交付金
2億6,032万円（1.4%）

使用料及び手数料
2億5,097万円（1.3%）

衛生費
19億773万円（10.6%）

土木費
11億3,695万円（6.3%）

公債費
6億7,956万円（3.8%）

農林水産業費
6億1,389万円（3.4%）

消防費
5億9,030万円（3.3%）

民生費
52億9,431万円（29.4%）

教育費
34億9,709万円（19.5%）

総務費
34億3,994万円（19.1%）

歳出の使用目的
民生費…高齢者・障害者福祉、
　　　　子育て、医療など
教育費…学校、社会教育、
　　　　文化・スポーツ振興など
総務費…役場運営、防災、
　　　　交通安全など
衛生費…健康づくり、ごみ処理など
土木費…道路、橋りょう、河川、
　　　　都市計画など
公債費…町債の返済

消防費…消防、救急活動など
農林水産業費…農業・林業振興など

分担金及び負担金 1億4,756万円(0.8%)
地方譲与税 1億4,572万円(0.8%)
町債 1億3,200万円(0.7%)
自動車取得税交付金 4,328万円(0.2%)
配当割交付金 4,212万円(0.2%)
株式等譲渡所得割交付金 2,183万円(0.1%)
ゴルフ場利用税交付金 1,617万円(0.1%)
環境性能割交付金 1,327万円(0.1%)
財産収入 963万円(0.1%)
地方交付税 946万円(0.1%)
利子割交付金 605万円(0.0%)
交通安全対策特別交付金 498万円(0.0%)

諸支出金 4億6,781万円(2.6%)
商工費 1億9,735万円(1.1%)
議会費 1億3,525万円(0.8%)
労働費 2,529万円(0.1%)
災害復旧費 431万円(0.0%)

（町税内訳） 
　町民税 33億1,847万円（38.3％） 
　固定資産税 46億6,522万円（53.9％） 
　たばこ税 2億5,563万円（2.9％） 
　都市計画税 3億1,711万円（3.7％） 
　軽自動車税 1億374万円（1.2％） 
　入湯税 303万円（0.0％） 

（年度末）

（億円）

（年度末）

（億円）

町民１人当たり12万4,205円 町民１人当たり16万2,705円

基金残高の推移 町債残高の推移

44.1

H27 H28 H29 H30 R1 H27 H28 H29 H30 R1

45.5
51.4 52.7

48.4

78.5

110.3
100.7

89.7

69.0

令和元年度決算報告と町の財政状況

　
今
年
も
わ
が
町
の
台
所
事
情
を
お
知

ら
せ
す
る
時
期
が
き
ま
し
た
。
皆
さ
ん

が
納
め
た
貴
重
な
税
金
や
国
・
県
か
ら

の
補
助
金
な
ど
が
、
幸
田
町
の
ま
ち
づ

く
り
に
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

借
金
・
貯
金
の
状
況

　

令
和
元
年
度
末
の
町
債（
借
金
）の
残
高
は
、

69
億
３
５
８
万
円
で
す
。
道
路
や
学
校
な
ど
長

期
間
使
用
す
る
施
設
の
建
設
に
は
、
多
額
の
経

費
が
必
要
と
な
り
ま
す
。町
債
で
賄
う
こ
と
は
、

後
世
代
の
人
に
も
公
平
に
負
担
し
て
い
た
だ
く

意
味
も
あ
り
ま
す
。

　
基
金（
貯
金
）の
残
高
は
、
52
億
７
４
５
６
万

円
で
す
。
大
幅
に
税
収
が
減
少
し
た
場
合
や
災

害
な
ど
の
予
定
外
の
支
出
に
備
え
る「
財
政
調

整
基
金
」（
約
31
億
４
０
０
０
万
円
）な
ど
8
つ

の
基
金
に
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

＊
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
合
計
額
で
算
出
し
て
い
ま
す
。

一般会計 令
和
元
年
度
決
算
報
告
と
町
の
財
政
状
況

わ
が
町
の
お
金
の
使
い
方
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会計名 歳入（a） （伸び率） 歳出（b） （伸び率） 差額（a）－（b）

一 般 会 計 188億6,894万円 （17.6％増） 179億8,978万円 （20.5％増） ８億7,916万円 

特
別
会
計

土 地 取 得 特 別 会 計 2,139万円 （0.1％増） 70万円 （8.2％増） 2,069万円 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31億7,260万円 （3.0％減） 31億6,939万円 （3.1％減） 321万円 

後期高齢者医療特別会計 ４億1,927万円 （3.8％増） ４億1,904万円 （3.8％増） 23万円 

介 護 保 険 特 別 会 計 19億6,674万円 （5.3％増） 19億4,113万円 （5.2％増） 2,561万円 

幸 田 駅 前 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計 ２億2,310万円 （11.1％増） ２億1,954万円 （9.4％増） 356万円 

農業集落排水事業特別会計 ３億5,213万円 （0.5％減） ３億5,213万円 （2.1％増） 0万円 

公営企業
会計�

（税抜き）

水道事業
会計

収益的収支 ７億9,585万円 （0.6％減） ６億6,140万円 （3.3％増） １億3,445万円 

資本的収支 7,877万円 （22.4％減） ２億5,649万円 （10.7％減） ▲１億7,772万円 

下水道
事業会計

収益的収支 ６億5,846万円 - ６億3,195万円 - 2,651万円 

資本的収支 ３億2,663万円 - ４億1,270万円 - ▲ 8,607万円 

総　　　　合　　　　計 268億8,388万円 （13.3％増） 260億5,425万円 （15.8％増） ８億2,963万円 

事業名称 事業費 都市計画税
の充当額

道路新設改良事業 8,711万円 1,988万円
土地区画整理事業 １億5,273万円 １億1,979万円
公共下水道事業 ２億2,241万円 １億7,744万円
合 計 ４億6,225万円 ３億1,711万円

事業名称 事業費 入湯税の充当額
観光事業 1,577万円 303万円

事業名称 事業費 森林環境譲与税譲与金の充当額
林道整備事業 253万円 233万円

特集 令和元年度決算報告と町の財政状況

え
こ
た
ん
の
解
説

　
一
般
会
計
の
歳
入
は
、
平
成
30
年
度
と
比
べ

る
と
約
21
億
１
７
０
０
万
円
増
の
決
算
と
な
っ

た
よ
。
こ
れ
は
、
国
や
県
か
ら
の
補
助
金
の
増

加
や
ふ
る
さ
と
納
税
で
全
国
の
皆
さ
ん
か
ら
多

く
の
寄
附
金
を
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
た
か
ら

な
ん
だ
よ
。
歳
出
も
、
豊
坂
小
学
校
の
校
舎
増

築
工
事
、北
部
中
学
校
の
校
外
用
地
整
備
工
事
、

小
中
学
校
へ
の
空
調
設
備
の
整
備
な
ど
に
よ
る

教
育
費
の
増
加
、
そ
れ
か
ら
前
の
ペ
ー
ジ
で
も

説
明
し
た
財
政
調
整
基
金
に
積
み
立
て
を
行
っ

た
こ
と
に
よ
る
諸
支
出
金
の
増
加
な
ど
に
よ
り

約
30
億
６
０
０
０
万
円
増
え
た
ん
だ
。
令
和
元

年
度
に
実
施
し
た
主
な
事
業
は
、
５
ペ
ー
ジ
で

紹
介
し
て
い
る
か
ら
見
て
み
て
ね
。
借
金
の
返

済
に
あ
た
る
公
債
費
は
、
県
内
で
は
割
合
が
高

い
方
だ
っ
た
け
ど
、
近
年
に
な
っ
て
ず
い
ぶ
ん

と
低
く
な
っ
た
よ
。
こ
れ
か
ら
も
引
き
続
き
健

全
な
財
政
運
営
に
取
り
組
ん
で
い
か
な
い
と
い

け
な
い
ね
。

　
一
般
会
計
の
他
に
６
つ
の
特
別
会
計
と
２
つ

の
企
業
会
計
が
設
け
ら
れ
て
い
る
ん
だ
。
特
別

会
計
は
、
特
定
の
事
業
の
た
め
に
財
布
を
分
け

て
管
理
し
て
い
る
と
い
う
イ
メ
ー
ジ
だ
ね
。
企

業
会
計
は
水
道
事
業
会
計
と
下
水
道
事
業
会
計

の
こ
と
で
、
町
の
水
道
事
業
と
公
共
下
水
道
事

業
は
こ
こ
で
運
営
し
て
い
る
よ
。
限
ら
れ
た
財

源
を
活
か
し
な
が
ら
、
町
で
は
さ
ま
ざ
ま
な
事

業
が
進
め
ら
れ
て
い
る
ん
だ
よ
。

　都市計画税は、都市計画事業などのための目的税で、
下記の事業に充てられています。

　入湯税は、入湯客に課されるもので観光の振興およ
び観光施設の整備などに要する費用のための目的税で、
観光事業に充てられています。

　森林環境譲与税譲与金は、森林整備およびその促進
に関する費用に充てることとして市町村に譲与される
地方譲与税譲与金で、林道整備事業に充てられています。

決算状況

都市計画税の使いみち 入湯税の使いみち

森林環境譲与税譲与金の使いみち
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項目 健全化判断比率 早期健全化基準
実質赤字比率  − 13.32％
連 結 実 質
赤 字 比 率 − 18.32％

実 質 公 債
費 比 率 2.9％ 25.00％

将来負担比率 − 350.00％
＊ 「−」で表示されている項目は、黒字のため数値が計上さ

れていません。

項目 資金不足比率 経営健全化基準
農業集落排水
事業特別会計  − 20.00％

水道事業会計 − 20.00％
下 水 道
事 業 会 計 − 20.00％

＊ 「−」で表示されている項目は、黒字のため数値が計上さ
れていません。

給料（町税等） 35万7,800円 
両親からの援助（国・県支出金など） 8万3,797円 
ローンで賄っている額（町債）  3,111円  
合計  44万4,708円  

食費（人件費）
医療費（扶助費）
ローン返済（公債費）
光熱水費（物件費）
自宅の修繕（維持補修費）
お祝い金、町内会費

（補助費等）
貯金（積立金）
知人への援助や貸付

（投資及び出資金、貸付金）
仕送り（繰出金）
自宅の増改築（普通建設）
自宅の増改築（災害復旧費）
来季に支払うお金（繰越明許）
繰越金（実質収支）

7万3,070円
5万5,125円
1万6,016円

10万2,015円
8,570円

4万2,094円
1万8,136円

 
7,094円

2万2,812円
7万8,955円

101円
4,408円

1万6,312円
合計 44万4,708円

収入 支出

家計と町の財政ではお金の
使い方も規模も違うから単
純には比べられないところ
もあるけど、おおよそこの
ようになるよ。

令和元年度決算報告と町の財政状況

えこたんの解説
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」は、市町村に議会や住民へ財政状況を知らせること
を義務付けた法律だよ。町は「財政健全化判断比率」、「資金不足比率」ともに健全化基準をクリアし
ているよ。今後も健全財政を心掛けていかなくっちゃね。

　町の財政状況を分かりやすくするため、令和元年度の一般会計決算額を人口42,340人（令和２年３月31日現在の住
民基本台帳人口）で割り、町民１人当たりの金額に換算して、家計で使う項目に例えてみました。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和元年度決算に基づく健全化判断比率および公営企業の
資金不足比率をお知らせします。

　地方公共団体は、統一的な指標で財政状況を把握するため、
４つの財政指標である健全化判断比率を算定し、お知らせする
ことが義務付けられています。
　いずれの指標も早期健全化基準を超えた場合は、イエローカ
ードである「早期健全化団体」となり、改善するための計画を
策定する必要があります。
　町は、いずれの指標も基準を下回っています。

　公営企業会計における料金収入に対する資金不足額（赤字額）
に対する比率であり、経営健全化基準を超えた場合は、経営健
全化計画を策定する必要があります。
　資金不足を生じた公営企業会計はありませんでした。

幸田町の家計簿

令和元年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率

財政健全化判断比率

公営企業の資金不足比率
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特集 令和元年度決算報告と町の財政状況

　町民の皆さんの未来につながる暮らしやすいまちの実現に向けて、さまざまな事業を実施しました。その一部をご
紹介します。

問合せ   財政課財政グループ　☎（0564）62-1111（内線323）　ＦＡＸ（0564）63-5139

決
算
審
査
報
告

幸
田
町
監
査
委
員

山や
ま

下し
た

　
力ち

か
ら 

                          

杉す
ぎ

浦う
ら

　
あ
き
ら 

　
決
算
審
査
に
付
さ
れ
た
各
会
計
の
歳
入

歳
出
決
算
書
な
ど
は
、
い
ず
れ
も
関
係
法

令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
て
お
り
、
そ

の
計
数
は
正
確
で
、
予
算
の
執
行
は
概
ね

適
正
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
。

◎
一
般
会
計
・
特
別
会
計

　
一
般
会
計
と
各
特
別
会
計
の
総
決
算
額

は
、
前
年
度
と
比
較
し
、
歳
入
・
歳
出
は

と
も
に
増
加
し
、
歳
入
決
算
額
か
ら
歳
出

決
算
額
を
差
し
引
い
た
形
式
収
支
、
実
質

収
支
は
黒
字
、
単
年
度
収
支
は
赤
字
で

あ
っ
た
。
な
お
、
一
般
会
計
の
歳
入
・
歳

出
は
増
加
し
、
特
別
会
計
は
減
少
と
な
っ

た
。
町
税
の
収
納
率
は
、
若
干
上
昇
し
た

も
の
の
、
未
納
者
に
対
し
て
は
、
状
況
に

応
じ
た
き
め
細
や
か
な
対
応
と
、
厳
正
な

措
置
に
よ
る
滞
納
整
理
を
継
続
し
て
行
わ

れ
た
い
。
ま
た
、主
要
な
財
政
指
標
で
は
、

単
年
度
財
政
力
指
数
が
上
昇
し
、
公
債
費

負
担
比
率
に
つ
い
て
は
年
々
着
実
に
減
少

し
て
い
る
。今
後
も
財
政
力
強
化
の
た
め
、

自
主
財
源
の
増
強
に
合
わ
せ
、
経
費
の
節

減
と
事
業
の
効
率
化
に
努
め
ら
れ
た
い
。

◎
水
道
事
業
会
計

　
水
道
事
業
会
計
は
、前
年
度
と
比
較
し
、

年
間
配
水
量
お
よ
び
年
間
有
収
水
量
と
も

に
減
少
し
て
い
る
。
総
収
益
お
よ
び
純
利

益
に
つ
い
て
も
各
々
減
少
し
て
い
る
。
今

後
も
清
浄
で
低
廉
な
水
の
安
定
供
給
に
向

け
、
施
設
の
耐
震
対
策
・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

機
能
強
化
と
と
も
に
有
収
率
向
上
の
た
め

施
設
整
備
の
計
画
的
な
実
施
が
必
要
と
考

え
る
。

◎
下
水
道
事
業
会
計

　
下
水
道
事
業
会
計
は
、
令
和
元
年
度
か

ら
公
営
企
業
会
計
へ
移
行
し
た
。
今
後
、

農
業
集
落
排
水
区
域
に
お
け
る
一
部
区
域

の
公
共
下
水
道
接
続
に
関
す
る
事
業
を
進

め
る
に
際
し
、
計
画
的
な
実
施
に
合
わ
せ

安
定
し
た
経
営
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

◎
総
評

　
令
和
元
年
度
決
算
で
は
、
法
人
町
民
税

の
減
収
に
よ
り
町
税
全
体
は
減
収
と
な
っ

た
が
、
ふ
る
さ
と
寄
附
金
の
大
幅
な
増
収

に
よ
り
、
前
年
度
を
上
回
る
歳
入
を
確
保

で
き
た
。
財
政
指
標
の
健
全
化
比
率
な
ど

も
、
健
全
な
数
値
と
判
断
す
る
こ
と
が
で

き
た
。
し
か
し
、
不
確
実
性
の
高
い
歳
入

財
源
、
歳
出
で
は
社
会
保
障
関
係
経
費
、

公
共
施
設
の
維
持
補
修
費
な
ど
の
増
加
要

因
も
多
く
、
予
断
を
許
さ
な
い
行
財
政
運

営
が
続
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。
今
後
も
計

画
的
か
つ
健
全
な
行
財
政
運
営
を
念
頭

に
、
事
務
事
業
の
必
要
性
、
効
率
性
、
有

効
性
に
視
点
を
お
き
、
適
正
な
公
金
支
出

と
事
務
処
理
に
心
が
け
、
住
民
に
求
め
ら

れ
て
い
る
も
の
は
何
か
を
意
識
し
、
よ
り

良
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
効
率
的
に
住

民
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
一
層
職
務
に
精

励
さ
れ
る
こ
と
を
望
む
も
の
で
あ
る
。

（
令
和
元
年
度
決
算
審
査
意
見
か
ら
）

小中学校空調設備設置

指定ゴミ袋の値下げ

藤田医科大学岡崎医療センター
建設負担金

幼児教育・保育の無償化

消防ポンプ自動車整備

幸田駅前土地区画整理事業

令和元年度に実施した主な事業
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